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増山 篤* 

Atsushi Masuyama 
 

This paper proposes a statistical method for determining whether the population distribution in a region is 
significantly affected by the accessibility to daily facilities and whether population is large at places where facilities 
are close by. In urban planning, it has been of interest to explore the relationships between population distribution and 
other distributions. In particular, in recent years, increasing attention is paid to whether a population distribution is 
affected by the accessibility to daily facilities such as medical and commercial facilities, and also to whether people 
tend to live close to such facilities and therefore population density is high around the facilities. Taking into account 
the fact that there is generally positive spatial autocorrelation in population density, this paper proposes a statistical 
method for investigating these questions, and, using the method, empirically analyzes the distributions of population 
and supermarkets in Hirosaki-shi, Aomori. 
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1. はじめに 

 都市計画分野では、その時々の時代背景を受け、人口

またはその増減の空間分布を分析する研究が行われてき

た。「人口またはその増減の空間分布」と書いたが、これ

を「人口指標分布」と言うことにしよう（その定義より、

人口指標分布は、いわゆる「人口分布」を含む包括的な

概念である）。人口指標分布を分析する研究の多くは、単

に、どこにどの程度の人口があり、どこでどの程度増減

しているかを記述するにとどまらない。人口指標分布が、

何かを要因として規定されているか、あるいは、何かに

影響を及ぼしているか、さらにあるいは、何かと相互に

関連し合っているかに関心を寄せ、その関心に沿った分

析を行っている。まとめて言うならば、人口指標分布と

他の何かとの関係を探っている。それらの研究を分類す

ると、おおむね時系列的に並べうる五つのタイプが挙げ

られる。 
第一に、高度経済成長期に都市へ人口が集中し、その

結果として様々な都市問題が発生したことを背景とする

ものが挙げられる1), 2), 3), 4), 5), 6), 7)。これらのうち、大村ら4)、

浅見 6) では、人口指標分布と道路との関係を分析してい

る。浅見 7) では、人口指標分布と“線引き”（の結果たる

市街化区域界）との関係を分析している。これらはいず

れも、人口指標分布が他の何かを要因として規定されて

いる、あるいは、他の何かと浅からぬ関連を持つ、とい

うことは想定するが、他の何かに影響を及ぼしていると

いうことは想定していないように見られる。 
 第二に、都市中心部における人口減少に関する研究が

挙げられる 8), 9), 10), 11)。これらは、アンケート等を通じて、

研究対象地区における、その地区固有の人口減少要因を

探るものである。 

 第三に、（人口指標分布の一つである）人口分布を所与

とみなし、その施設立地への影響を分析するものがある
12), 13) 。これらは、高度経済成長期も終わり、日本の総人

口も定常的状態に達した後に行われたものである。その

時期ゆえ、ごく自然に人口分布を所与とみなす前提が採

られているかと思われる。 
 第四に、近年のコンパクトシティを巡る議論に端を発

する研究が挙げられる 14), 15), 16), 17)。それらのうち、海道 15) 
では、人口密度と生活利便施設立地状況の相関関係を分

析している。この相関分析では、人口分布を所与とし、

これが施設立地に影響を与えるという前提に立っている

ことが伺える。しかし、この研究以外では、人口指標分

布を所与と考えず、むしろ、物的施設へのアクセシビリ

ティ（より平易な表現を用いれば、“近づきやすさ”とで

もなろう）によって影響されるという前提に立っている。

森永ら 14) では、GISによる視覚化結果から、生活利便施

設周辺では人口密度が高くなるように見受けられると述

べている。橋本ら 16) では、最寄り駅までの距離が近いほ

ど、人口密度の増加がみられるかを分析している。内原・

吉川 17) では、生活利便性の高い場所において、人口増加

がみられるかどうかを分析している。 
 第五に、近年急速に進む高齢化を背景とする研究が挙

げられる 18), 19) 。これらでは、高齢者人口密度が、他の年

齢層と比較して、生活利便施設周辺で顕著に高くなって

いるかどうか、分析している。現在の高齢者が、加齢と

ともに、生活利便施設へのアクセシビリティが高い場所

を指向する居住選択を行う可能性を念頭に置きつつ、分

析を行っている。 
 このように、最近の研究では、生活利便施設へのアク

セシビリティが人口指標分布を規定する要因であり、施
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設の近くで顕著に人口が多いか、ということが大きな関

心となっている。この関心に対して、何かが明快な答え

を与られるとすれば、その有力な一つは、仮説検定型の

データ分析方法であろう。以下では、「人口指標分布」の

うち、いわゆる「人口分布」（ある一時点における人口の

空間的拡がり）に対象を絞り、まさにそうした分析方法

について考えていこう。 
 一般的な仮説検定型データ分析の枠組みによって、生

活利便施設へのアクセシビリティを要因として人口分布

が規定され、施設へ近づきやすい場所で人口が顕著に多

いかどうかを判別するとなれば、例えば、以下の四つの

ステップを経る方法が考えられる。 
 
Step 1: 人口分布が生活利便施設へのアクセシビリティ

によって規定されるというモデルを考える。 
Step 2: モデルパラメータを推定し、また、何らかの指標

によって、モデルのデータへの適合度を測る。 
Step 3: “他にありえたかもしれない、今のものとは違う

人口分布”を生成する確率的プロセスを考え、

モデルパラメータやモデル適合度の確率分布を

導出する。 
Step 4: この確率分布の下で、推定されたパラメータやモ

デル適合度の統計的有意性を吟味する。 
 

Step 1の代わりに、生活利便施設へのアクセシビリテ

ィによって人口分布が規定されている程度、あるいは、

施設の近く場所で人口が多くなっている程度を表す指標

を考え、それを検定統計量とする方法も考えられる。こ

の場合、Step 2に代わって、分析対象データから検定統

計量を算出することになる。そして、Step3に代わって、

“他にありえたかもしれない、今のものとは違う人口分

布”を考えたときの検定統計量の確率分布を導くことに

なる。 
 以後の記述の簡便を図り、用語を一つ定義しておく。

Step 3 における“他にありえたかもしれない、今のもの

とは違う人口分布”を、以下では、「有可能性人口分布」

と言うことにする。 
 先行研究において、上記の四つのステップのうちの最

初の二つまでを行う方法は提案されている 20), 21) 。しかし、

残る二つまでは実行せず、モデルのデータへの適合度や

モデルパラメータの統計的有意性を吟味するものではな

い。つまり、施設へのアクセシビリティを要因として人

口分布が規定され、そして、施設へ近づきやすい場所で

顕著に人口が多いか、という問いに答えるものではない。 
 上記のStep3および4を実行するためには、有可能性

人口分布を生み出す確率的プロセスを解析的もしくは数

値的に取り扱えるようにする必要がある。さらに、その

ためには、有可能性人口分布が満たすべき要件を明確に

しておく必要があろう。そこで、この要件について考え

てみよう。 
 都市内において、人は集まって住む。このことはごく

普遍的に観察される事実である。すると、有可能性人口

分布も、この事実に反するようなものであってはならな

い。つまり、このことが、有可能性人口分布の満たすべ

き要件であろう。 
この要件を踏まえつつ、有可能性人口分布を生み出す

確率的プロセスを解析的
．．．

に扱うことは、いかにも困難で

ある。しかし、後に示すように、一定の空間的自己相関

水準を持つ空間分布をシミュレートする方法22) を援用す

ることで、有可能性人口分布を数値的
．．．

に扱うことは可能

である。これにより、上記のStep3および4が実行され

る。そして、上記の四つのステップが、通して実行され

る。 
 この論文では、まず、これまでに提案された分析方法

等 20), 21), 22) に対し、必要なアレンジを加え、人口分布が生

活利便施設へのアクセシビリティによって規定されてい

るか、そして、施設の近くで人口が顕著に多いか、を統

計的に判別する方法を提案する。そして、この方法を、

青森県弘前市における総人口および高齢者分布、商業・

医療施設ポイントデータに対して適用した結果を示す。

最後に、この論文の内容をまとめ、今後の課題を述べる。 
 
2. 各種施設へのアクセシビリティによって人口分布が

規定されているか統計的に判別する方法 

 この章では、各種施設へのアクセシビリティによって

人口分布が規定されているかどうか、そして、施設の近

くで人口が顕著に多いかどうか、を統計的に判別する方

法を提案する。 
 今、n 個の空間単位 nSSS ,...,, 21 からなる領域S が

あるものとする。空間単位i の面積を iA と表すことにす

る。空間単位 iS の中に適当な代表点を取ったとき、その

位置を表すベクトルを ix とする。また、空間単位 iS に

おける人口を iP とする。さらに、空間単位 iS における人

口密度を ip とすると、 

i

i
i A

Pp = , (1) 

となる。 
S 内には、スーパーマーケットであるとか内科系医療

機関であるといった、ある特定のタイプの施設がm 個分

布しているものとする。施設 j の位置を表すベクトルを

jy とする。二地点x , y間の距離を、 yx − と表すこ

とにする。 
ある地点xから一つの

．．．
施設 j へのアクセシビリティを

考えよう。ごく自然に考えると、地点xから施設 j に対

するアクセシビリティは、 jyx − の単調減少関数であ

ろう。このときの関数型にはさまざまなものが考えられ

るが、最も一般的なものは指数関数であろう。そこで、
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この研究でも指数関数を用いることにする。つまり、地

点xから施設 j に対するアクセシビリティを )(xjC と

表すと、ある正の定数Aが存在し、 

)exp()( jj AC yxx −−= β , (2) 

とする。なお、ここでβ は正の定数であり、距離に応じ

てアクセシビリティがどの程度減少するかを決めるパラ

メータである。以後、このパラメータを、「距離減衰パラ

メータ」と言うことにする。 
 次に、施設 j が属するタイプの施設全体に対する

．．．．．．．．
アク

セシビリティを考えよう。地点xから、あるタイプの施

設全体へのアクセシビリティを )(xC と書くことにする。

ごく普通に発想すると、居住場所の周辺における施設数

が多いほど )(xC も大きいと考えられる。このことから、 

∑
=

=
m

j
jCC

1
)()( xx , (3) 

とするのが、一つのごく妥当な考え方であろう。 
 ここで、施設に対するアクセシビリティによって人口

密度が規定されるというモデルを考える。より具体的に

は、S 内の任意の地点における人口密度は、その地点に

おけるアクセシビリティに正比例するというモデルを考

える。地点xにおける人口密度を )(xp とすると、この

モデルは、 

)()( xx kCp = , (4) 

と書ける。 
 )(xp および )(xC を基準化し、以下の式で定義され

る )(' xp および )(' xC を考えよう。 

∫
=

S

p
pp

xx
xx

d)(
)()(' , (5) 

∫
=

S

C
CC

xx
xx

d)(
)()(' , (6) 

すると、今考えているモデルは、式(4)よりも簡潔に、 

)(')(' xx Cp = , (7) 

と書ける。なお、 )(xp をもとに構成された )(' xp にお

いては、定数Aが消えており、式(4) で表されるモデル

に代わって、式(7)で表されるモデルを考えることで、定

数k が消えていることに注意されたい。 
 式(4)あるいは式(7)で表されるモデルでは、人口密度は

施設へのアクセシビリティのみによって規定されること

になるが、無論、現実にはそのようなことはない。アク

セシビリティ以外のランダムな要因 )(xe （人々が居住場

所を決める際に、施設へのアクセシビリティ以外に考慮

するかもしれない諸々の要因）も加わり 21) 、人口密度は

決まっていると考える方が自然だろう。 
アクセシビリティにランダムな要因も加わって人口密

度が規定されるというモデルは、 

)()(')(' xxx eCp += , (8) 

と書ける。なお、ここで 

0))((E =xe , (9) 

∫ =
S

e 0d)( xx , (10) 

である（E( ) は、期待値を表すオペレータ）。 
 式(8)で表されるモデルを「居住モデル」と呼ぶことに

しよう。居住モデルを、人口データ、施設位置データに

あてはめるには、何らかの意味で )(' xp と )(' xC が近く

なる（ )(xe が小さくなる）距離減衰パラメータβ を推

定すればよい。そのために、まず )(' xp と )(' xC の近さ

を測る適当な指標を考えよう。 
)(' xp も、 )(' xC も、S 全体に渡って積分すると 1

となるため、各種の確率密度関数間の距離が、両関数の

近さを測る指標として用いられよう。このようなとき、

先行研究 18), 19), 20), 21) では、カルバック・ライブラー情報

量 23) （以下、K-L情報量） 

∫
S p

Cp x
x
xx d
)('
)('log)(' , (11) 

を用いている。K-L 情報量は、0 以上の値を取り、あら

ゆるxに対して式(7)が成立するときにおいてのみ、理論

的最小値 0 を取るという性質を持つ。この性質はいかに

も好ましい。ただし、いずれかのxにおいて 0)(' =xp
となるとき、K-L 情報量は（対数の真数部分が計算でき

ず）いかにも不具合である。そこで、この論文では、K-L
情報量に代わって、以下の式で定義される 2L ノルム 24) 

を用いることにしよう。 

{ }∫ −
S

Cp xxx d)(')(' 2 . (12) 

2L ノルムは、K-L 情報量と同様、0 以上の値を取り、

あらゆるxにおいて式(7)が成立するときにおいてのみ、

理論的最小値0を取る。 
 2L ノルムによって )(xe の大きさを表すならば、式

(12)を最小にするβ を求めることで、居住モデルを人口

データ、施設位置データに最も適合させるβ が推定され

る。各空間単位 iS に人口 iP が与えられ、その位置がベク

トル ix で表される点によって代表されているとき、その

推定を行うための計算手順は以下のようになる。 
まず、すべての空間単位に関して足しあわせたとき、

その合計が 1 となるような“基準化された”人口密度を
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考える。これまで用いてきた記号を使って言えば、 )(' xp
に対応するものである。空間単位 iS に対応する基準化さ

れた人口密度は、 

∑
=

n

j
ji

i

PA

P

1

, (13) 

となる。同様に、空間単位 iS に対応する基準化された（施

設への）アクセシビリティは、 

( )

( )∑ ∑

∑

= =

=

⎭
⎬
⎫

⎩
⎨
⎧

−−

−−

n

k

m

l
lkk

m

j
ji

A
1 1

1

exp

exp

yx

yx

β

β
, (14) 

となる。したがって、 2L ノルムを最小化するβ とは、

最適化問題 

( )

( )

2

1

1 1

1

1
exp

exp
min∑

∑ ∑

∑

∑=

= =

=

= ⎪
⎪
⎭

⎪⎪
⎬

⎫

⎪
⎪
⎩

⎪⎪
⎨

⎧

⎭
⎬
⎫

⎩
⎨
⎧

−−

−−
−

n

i
n

k

m

l
lkk

m

j
ji

n

j
ji

i
i

APA

PA
yx

yx

β

β

β

, (15) 

の解である。この解を *β としよう。 *β を求めるにあ

たっては、いかにも最適化問題を数値的に解く必要があ

る。 
最適化問題の数値解法としては、ニュートン法などが

よく知られている。当然、こうした方法を使うことも考

えられるが、ここでは、以下に述べる非常に単純な方法

を用いよう。 
距離を測る単位としてメートルが用いられているとし

よう。このとき、これまで行われた研究結果 18), 19), 20), 21) を

みると、日本の都市空間においては、 *β は 0 からせい

ぜい2.0×10-3までの範囲内に収まるように見受けられる。

そのため、この範囲を十分細かく刻んで（例えば、10-6

間隔でほぼ2000等分する）、それぞれをβ としたときの

2L ノルムを算出し、それらの中で最小の 2L ノルムを与

えるβ を、 *β とすればよい。実際、このように最適化

を行うプログラムを筆者が自作し（使用言語：C 言語）、

ごく一般的なパーソナルコンピュータ（Panasonic 
CF-W7）で実行させても、十分に実用的な実計算時間で

動作した。 
 *ββ = のときの 2L ノルムを *2L と書くことにし

よう。もし、 *2L が十分に小さな値であると言えるなら

ば、居住モデルがよくあてはまっていると言えよう。つ

まり、「施設へのアクセシビリティによって人口密度が規

定されている」と解せる。また、（ *2L が十分に小さい

ことに加えて） *β が十分に大きな値であると言えるな

らば、施設から離れるとアクセシビリティも人口密度も

急減することになる。つまり、裏を返して言えば、「施設

へ近づきやすい場所で、人口が顕著に多い」となる。で

は、何と比較して *2L や *β が十分に小さいであるとか、

大きいであると言いうるか考えてみよう。 
ごく妥当な一つの考え方は、まず、“他にありえたかも

しれない、今のものとは違う人口分布”を考え、次に、

居住モデルのデータへのあてはめとβ の推定を行い、こ

のときにおける 2L ノルムやβ を比較基準とするという

ものであろう。この“他にありえたかもしれない、今の

ものとは違う人口分布”のことを、最初の章でも定義し

たように、「有可能性人口分布」と呼ぶことにしよう。ま

た、「有可能性人口分布」の下で推定される距離減衰パラ

メータを **β 、最小化される 2L ノルムを **2L と表

すことにする。 
有可能性人口分布がどのようなものかと問うたときに、

一つのありうる答えは、空間単位 iS の人口 iP あるいは人

口密度 ip を、他の空間単位 jS が持つかもしれず、逆に、

jS の人口 jP あるいは人口密度 jp を、 iS が持つかもし

れない、というものであろう。つまり、空間単位と人口

あるいは人口密度の組み合わせが変わったものが、有可

能性人口分布であるという考え方はありえよう。ただし、

空間的自己相関傾向の統計的検定において仮定されるよ

うに、あらゆる空間単位と人口あるいは人口密度がどの

ようにでも組み合わせうるとする考え方（邦文文献では、

例えば、張 25） を参照されたい）を認めるのは不自然だ

ろう。 
 もし、空間単位と人口あるいは人口密度が、まったく

ランダムに組み替えられたとしよう。すると、互いに近

接している空間単位間で、人口の差ないし人口密度の差

が著しく大きいということが、至るところで生ずる。こ

のことは、普遍的に観察される「人は集まって住む」と

いう事実と整合的ではなく、いかにも現実的ではない。

つまり、有可能性人口分布は、ある空間単位内において

多くの人が居住しているのならば、それに近接している

空間単位においてもやはり多くの人が居住しており、逆

に、ある空間単位内にあまり多くの人が居住していない

のならば、それに近接している空間単位においてもそれ

ほど多くの人が居住していない、と考える方が自然だろ

う。このことを空間分析一般の用語を用いて言い換えれ

ば、「有可能性人口分布において、人口密度に関して一定

の（正の）空間的自己相関が存在しているべきである」

ということになる。 
では、どの程度の空間的自己相関が存在すべきか考え

てみよう。様々な考え方はあろうが、一つの有力な考え

方は、「実際の人口分布において存在するのと同水準の空

間的自己相関が存在すべき」というものだろう。一般に、

空間分析においては、空間的自己相関の程度を表すのに、

Moran の I 統計量が用いられる。そこで、この I 統計量

を用いることにすると、「有可能性人口分布における人口

密度に関する I統計量値は、実際の人口分布におけるそれ

と同程度であるべき」と考えられる。 

（社）日本都市計画学会 都市計画報告集 No.  8, 2009年 11 月 
Reports of the City Planning Institute of Japan, No. 8, November, 2009 

 

- 152 -



 

人口密度に関する I 統計量値が一定となる有可能性人

口分布を、解析的
．．．

に扱うことはいかにも容易ではない。

そこで、数値的
．．．

な方法を、以下では考えていこう。 
今、各空間単位に人口密度が与えられており、それに

対する I統計量を算出したとき、その値が Iとなることを

「レベル Iである」と言うことにしよう。また、手元にあ

る人口分布データは、レベル *I であるとしよう。レベル

*I となる有可能性人口分布をランダムに生成すること

を繰り返し、 **2L および **β を求めることを繰り返

すと、近似的に **2L および **β の確率分布が得られ

る。ここで、 **2L , **β それぞれの確率分布を

*)*( 2Lf , *)*(βg  と表すことにしよう（なお、どち

らも離散型確率分布である）。この *)*( 2Lf および

*)*(βg を用いることで、 *2L が十分に小さいか、あ

るいは、 *β が十分に大きいか、統計的に判別できる。 

 
図1 有可能性人口分布をランダムに生成するプロセス 

 
 レベル *I となる有可能性人口分布をランダムに生成

するには、Goodchild 22) による方法をアレンジした、以

下のような方法を用いることができる。 
まず、空間単位と人口密度の組み合わせを、全くラン

ダムに変える（図1(a)）。このランダムな組み合わせ変更

がなされた時点で空間単位 iS に与えられる人口密度を

'ip とする。このときにおける I統計量を算出する。この

値を 'I とする。次に、二つの空間単位 iS と jS をランダ

ムに選び出し、これらの間で人口密度値の交換を行うこ

とを考える。すなわち、 iS における人口密度を 'jp とし、

jS における人口密度を 'ip とすることを考える。ここで、

仮にこの交換を行った場合における I統計量を算出する。

この値を、 ''I と書くことにする。ここで、もし ''I の方

が 'I よりも *I に近い、すなわち、 

*'*'' IIII −<− ,  (16) 

ならば、実際に iS , jS で人口密度の交換を行う（図1(b)）。
そして、この交換に伴い、これまで 'ip , 'jp と表してき

たものを、その表記を入れ替え、それぞれ 'jp , 'ip と書

くことにする。また、ここまで ''I と表してきた値を、今

後新たに 'I と表すことにする。以下、 
*' II ≈ ,  (17) 

となるまで、空間単位の“交換”を繰り返すことにより、

一つの有可能性人口分布が得られる（シミュレートされ

る）。 
 空間単位 iS における人口密度 ip が、空間単位間での

人口密度の交換が繰り返された後に、ある空間単位 jS に

与えられたとする。このとき、 jS の面積 jA を、 'iA と

も表すことにする。このようにすると、シミュレートさ

れた有可能性人口分布におけるS 内の総人口は、 

∑
=

n

i
ii pA

1
' , (18) 

となる。一方、S 内における実際の総人口は、 iA と ip
を使うと、 

∑
=

n

i
ii pA

1
, (19) 

と書ける。 
ここで、

T
2211 )',...,','( nn AAAAAA −−−=a , 

T
21 )',...,,( nppp=p とする。実際の総人口と有可能性

人口分布における総人口の差は、これら二つのベクトル

の内積 pa, に等しい。他の考え方もあろうが、この差

は 0 となるべきと考えるのが自然だろう。そこで、どの

ようなときに、 0, =pa となるか考えてみよう。 
aとpに関しては、コーシー・シュワルツの不等式 

papa ⋅≤, , (20) 

が成り立つ。この不等式における等号は、aもしくはpが
ゼロベクトルであり、右辺が 0 となるときに成り立つ。

ベクトルpがゼロベクトルではないこと（もし、そうだ

とすると、誰も居住していない地域を分析していること

となる）を考えると、実際の総人口と有可能性人口分布

における総人口の差が必ず 0 であるためには、aがゼロ

ベクトルでなければならない。aがゼロベクトルである

ためには、任意の空間単位のペアを選んだとき、それら

の面積が等しくなければならず、さらにそのためには、

すべての空間単位の面積が等しくなければならない。つ

まり、この論文で提案する分析方法がごく自然に用いら

れるためには、メッシュデータのように、空間単位間で

面積の差がないことが望ましい。 
 レベル *I となる有可能性人口分布を繰り返し生成し

（シミュレートし）、 **2L および **β を求めることを

繰り返すことで、近似的に *)*( 2Lf , *)*(βg が求め

られることになる。 
 有可能性人口分布の生成の繰り返しにより、 

α
α

<∑
< )(

22 **
2 *)*(

LL

Lf , (21) 
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を満たす最大の
)(

2
αL も近似的に求められたとしよう。す

ると、 
)(

22* αLL < , (22) 

ならば、有意水準α %で、居住モデルは実際の人口分布

データ、施設位置データに適合していると言える。つま

り、この分析方法による限りでは、施設へのアクセシビ

リティによって人口密度が規定されていると結論付けら

れる。 
 なお、式(22) の成立の可否を判断するまでの計算手順

の詳細は、以下のようになる。まず、有可能性人口分布

の生成を )1( −N 回繰り返し、各回における **2L を計

算する。第i 回目における **2L を、
)(

2 ** iL と書くこ

とにする。
)1(

2
)2(

2
)1(

22 **,...,**,***, −NLLLL を

昇順にソートしたときの *2L の順位をR とする。する

と、 

N
R

, (23) 

が、 100/α を下回るならば、式(22)が成り立つことにな

る。なお、式(23) で与えられる値は、ここで考えている

検定に関する p 値を近似的に求めたものとなる。 
同様にして、距離減衰パラメータに関する検定におけ

る p 値が（近似的に）算出されたとしよう。そして、 *β
と 

αβ
ββ α

<∑
< **)(

*)*(g , (24) 

を満たす最小の
)(αβ を比較したときに、 

)(* αββ > , (25) 

という不等式が成り立つ（と判断されることになった）

としよう。このとき、有意水準α %で、実際の人口分布

データ、施設位置データから推定される距離減衰パラメ

ータは大きいと言える。つまり、アクセシビリティは施

設からの距離に応じてたちどころに減衰していく、と言

いうる。したがって、式(22)が成り立つと同時に、式(25)
も成り立つとなれば、この論文で提案する分析方法によ

る限りでは、施設の近くで人口が顕著に多いということ

になる。 
 
3. 適用例 

 この章では、前章で提案した分析方法を、青森県弘前

市の人口分布データ、商業施設（スーパーマーケット）

の位置を記録したポイントデータへ適用した結果を示す。 
 分析対象領域は、弘前市全域ではなく、同市としては

比較的人口密度の高く、中心部と呼びうる領域に限定し

た。その領域は、図 2 において、太線の長方形で表され

ている通りである。この長方形の東西および南北方向の

一辺の長さは、それぞれ4kmと5kmである。 

ここで用いる人口分布データは、以下のようにして準

備した。まず、長方形状の分析対象領域を、一辺の長さ

が100mの正方形メッシュに分割した。それと並行して、

ウェブサイト「政府統計の総合窓口」（URL: 
http://www.e-stat.go.jp/）より、町丁字単位で集計された

平成17年度国勢調査データを入手した。このデータでは、

個々の町丁字の形状はポリゴンとして記録され、それぞ

れのポリゴンに対し、町丁字内の人口が属性として与え

られている。次に、作成したメッシュと国勢調査データ

を組み合わせ、面積按分法によって、（大規模都市公園内

にあるなど、人口がゼロとなるべきものを除き）個々の

メッシュの人口を推定した。このようにして各メッシュ

に対して人口が推定されたデータを、以下では、人口分

布データとして用いることにする。 
 

 
図2 分析対象領域（青森県弘前市中心部） 

 
 商業施設のポイントデータは、以下のようにして、作

成した。まず、ウェブサイト「i タウンページ」（URL: 
http://itp.ne.jp/）において、「スーパーマーケット」、「弘

前市」をキーワードとして、弘前市内にあるスーパーマ

ーケットおよびそれらの住所のリストを作成した。次に、

東京大学空間情報科学研究センターの提供するウェブサ

イト「CSV アドレスマッチングサービス」（URL: 
http://newspat.csis.u-tokyo.ac.jp/geocode/）を利用し、先
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のリストからポイントデータを作成した。その後、分析

対象領域内のスーパーマーケットのみを抽出した。 
 前章で提案した分析方法を実行に移すためには、I統計

量を算出する必要があり、さらに、そのためには、メッ

シュ間の隣接関係を定める必要がある。この隣接関係を、

ここでは、以下のようにして定めることにした。 
 

 
図3 メッシュ間の隣接関係の定め方 

 
 今、メッシュに対して適当に番号を振り、i 番目のメッ

シュと j 番目のメッシュの隣接関係に関する量 ijw を考

える。もし、図3(a)に描くように、i 番目のメッシュと j
番目のメッシュが辺を共有する場合には、 1=ijw とする。

図 3(b)に描くように、i 番目のメッシュと j 番目のメッ

シュが点を共有する場合には、 21=ijw とする。そ

れ以外の場合には、 0=ijw とする。このような ijw をi
行 j 列目の要素とする行列をWとする。この行列Wを、

行方向の和が1となるように基準化する。つまり、 

∑
=

j
ij

ij
ij w

w
w' , (26) 

なる ijw' を定義したとき、この ijw' をi 行 j 列目の要素

とする行列を考える。この基準化によってできる行列を、

'W と書くことにしよう。メッシュ間の隣接関係を 'W
で表すものとし、また、I統計量の算出においても用いる

ことにする。 
 行列 'W によってメッシュ間の隣接関係を表すものと

すると、I統計量は、以下の式で求められる。 

∑
∑∑

−

−−
=

i
i

i j
jiij

pp

ppppw
I

)(

))(('
, (27) 

なお、ここで p は、全メッシュの人口密度の平均である。

また、 'W は、行方向の和が 1 になるように基準化され

ているため、空間分析のテキスト（例えば、張 25）などに

みられる I統計量の定義式よりも、式(27)は簡潔になって

いる。 
 以上の準備を踏まえ、前章で提案した分析方法を実行

しよう。まず、ここで準備した人口分布データの場合、I
統計量の値は 0.75982 と計算される。また、居住モデル

を準備したデータにあてはめると、
8

2 10276.1* −×=L , 
41017.3* −×=β となった。 1000=N として、有可

能性人口分布を繰り返し生成し、同様に繰り返し計算さ

れた **2L をヒストグラムにまとめたものが図 4、 
**β をヒストグラムにまとめたものが図 5 である。な

お、有可能性人口分布をシミュレートするにあたっては、

有可能性人口分布における人口密度に関する I 統計量が、

0.75982±0.00001の範囲に収まるまで、空間単位の交換

を繰り返している。先に算出された *2L と *β の値に留

意しながら、この図4、図5をみてみると、いかにも *2L
は十分に小さく、 *β は十分に大きいように見られる。

実際、 2L ノルム（居住モデルの適合度）に関する検定に

おけるp値（式(23)によって求められる）は、0.005にす

ぎず、距離減衰パラメータに関する検定におけるp値も、

0.006 にとどまる。以上のことから、5%あるいは 1%と

いった通常設定される有意水準を定め、この論文で提案

した分析方法を用いる限りでは、弘前市の中心部におい

て人口分布は、スーパーマーケットへのアクセシビリテ

ィによって規定されていると言え、また、スーパーマー

ケットの近くで顕著に人口が多いということになる。 

 
図4 有可能性人口分布における居住モデルの適合度 

 

 
図5 有可能性人口分布における距離減衰パラメータ 

 
4. まとめと今後の課題 

 この論文では、まず、人口分布が生活利便施設へのア

クセシビリティによって規定されているか、そして、施

設の近くで人口が顕著に多いか、を統計的に判別する方

法を提案した。次に、この分析方法を、青森県弘前市の

人口分布データ、スーパーマーケット位置を記録したポ
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イントデータに対した結果を示した。なお、この論文で

提案した方法は、一定の空間的自己相関水準を持つ空間

分布をシミュレートする方法を用いることで、実行可能

となっている。 
 この論文で提案した分析方法は、様々に拡張可能であ

る。例えば、居住モデル以外のモデルを考えた場合にも

容易に拡張可能である。また、適当な検定統計量を用い

る分析方法へも容易に拡張可能である。また、人口密度

と同様に、人口の増減に関しても一定水準の空間的自己

相関が、一般に存在すると考えられる。つまり、人口が

増加する場所の近くでは、やはり人口が同じように増加

し、人口が減少する場所の近くでは、やはり人口が同じ

ように減少する、といったことは一般的現象であろう。

そこで、有可能性人口分布をシミュレートする方法を、

人口指標分布全般に拡張し（この拡張も容易であろう）、

人口指標分布全般を扱えるようにするということが、今

後の一つの課題だろう。 
 現実には、生活利便施設へのアクセシビリティが一方

的に人口指標分布を規定するのではなく、逆に、人口指

標分布も施設立地に影響する。特に、商業施設の立地に

対しては、そうした影響が大きいだろう。そこで、人口

指標分布と生活利便施設立地の間の双方向的な関係を考

慮しつつ、生活利便施設へのアクセシビリティが人口指

標分布を規定しているかどうかを判別する分析方法を考

えるということも、今後の課題として挙げられる。 
 最初の章で述べたように、この論文で分析方法を提案

した目的は、近年の都市計画研究における関心に答えら

れる一つの道具立てを与えることにある。そこで、この

論文における分析方法を、実際のデータを用いた実証研

究で利用することも、今後の課題としたい。 
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